
様式１

事業報告書

医療法人整理番号 一般0039

報告期間 自 令和7年4月1日

至 令和8年3月31日

1 事業報告書の概要

(1) 名称 医療法人厚生会

分類① 社団（出資持分なし）

分類② その他

分類③ 基金制度不採用

(2) 事務所の所在地 都道府県 長崎県

市区町村 長崎市

町名・番地 虹が丘町1番1号

建物名

従たる事務所の記載はこちら

(3) 設立認可年月日 昭和35年11月1日

(4) 設立登記年月日 昭和35年11月1日

(5) 理事長の氏名 姓 松本

名 一隆

役員及び評議員の人数 5 理事長を含む人数を記載すること。

役員及び評議員 記載はこちら

2 事業の概要

(1-1) 本来業務（病院、診療所） 記載はこちら

(1-2) 本来業務（介護老人保健施設、介護医療院） 記載はこちら

(2) 附帯業務 記載はこちら

(3) 収益業務 記載はこちら

(4) 記載はこちら

(5) 記載はこちら

(6) 記載はこちら

(7) 記載はこちら

(8) 記載はこちら 全ての指定内容について記載しても差し支えない。

(9) その他 記載はこちら 当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又は

リース契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任

意）

当該会計年度内に購入した医療機関債

当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容

(5)、(6)については、医療機関債を発行又は購入する医

療法人が記載し、(7)以下については、病院、介護老人保

健施設又は介護医療院を開設する医療法人が記載し、

診療所のみを開設する医療法人は記載しなくても差し支え

ないこと。

分類①から③のそれぞれの項目（③は社団のみ。）につい

て、該当するものをリストから選択すること。（会計年度内に

変更があった場合は変更後。）

複数の事務所を有する場合は、主たる事務所と従たる事

務所を記載すること。

当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項

当該会計年度内に発行した医療機関債



様式１：1-(2)

事業報告書

1-(2) 従たる事務所の所在地

都道府県 市区町村 町名・番地 建物名
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様式１：1-(5)

事業報告書

1-(5) 役員及び評議員

役職 姓 名 備考

理事 松本 一隆

理事 松本 俊二

理事 松本 寿美子

理事 芹田 巧

理事 冨永 雅博

注）１．「社会医療法人、特定医療法人及び医療法第４２条の３第1項の認定を受けた医療法人」以外の

医療法人は、記載しなくても差し支えないこと。

２．理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は

介護医療院（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者であることを

記載すること。（医療法第４６条の５第６項参照）

３．評議員の備考欄に、評議員の選任理由を記載すること。（医療法第４６条の４第１項参照）
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様式１：2-(1)

事業報告書

2-(1) 本来業務

（開設する病院、診療所（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の業務）

許可病床数

種類 施設の名称 指定管理 施設の医療機関コード 開設場所 一般病床 療養病床 医療保険 介護保険 精神病床 感染症病床 結核病床

病院 道ノ尾病院 4210112753 長崎市虹が丘町1-1 0 0 0 0 785 0 0

病院 虹が丘病院 4210150431 長崎市虹が丘町1-1 150 0 0 0 0 0 0

診療所 みちのおメンタルクリニック 4210166502 長崎市松山町3番94号 0 0 0 0 0 0 0

注）１．地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として管理する施設については、指定管理の欄に記載すること。

２．療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床のそれぞれについて内訳を記載すること。

３．介護老人保健施設又は介護医療院の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載すること。
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様式１：2-(1)

事業報告書

2-(1) 本来業務

（介護老人保健施設又は介護医療院（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の業務）

種類 施設の名称 指定管理 施設の介護事業所番号 開設場所 入所定員 通所定員

注）１．地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として管理する施設については、指定管理の欄に記載すること。

２．療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床のそれぞれについて内訳を記載すること。

３．介護老人保健施設又は介護医療院の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載すること。
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様式１：2-(2)

事業報告書

2-(2) 附帯業務（医療法人が行う医療法第４２条各号に掲げる業務）

種類又は事業名 委託管理 実施場所 備考

ふれあい 長崎市虹が丘町1-1 宿泊型自立訓練事業所

かいこう 長崎市虹が丘町1-1 指定就労継続支援B型事業所

すみ香 長崎市エミネント葉山町2-5 訪問看護ステーション

れいんぼうハウス滑石 長崎市滑石5-9-18 サービス付き高齢者向け住宅

にじいろ 長崎市虹が丘町1-1 訪問介護ステーション

ほの香 長崎市虹が丘町1-1 住宅型有料老人ホーム

注）地方公共団体から委託を受けて管理する施設については、その旨を委託管理の欄に記載すること。
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様式１：2-(3)

事業報告書

2-(3) 収益業務（社会医療法人又は医療法第４２条の３第 1 項の認定を受けた医療法人が行うことができる業務）

種類 実施場所 備考
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様式１：2-(4)-(9)

事業報告書

2-(4) 当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項

日付

令和7年6月23日

議決又は同意した事項

令和6年度決算の決定

注）2-(5)、2-(6)については、医療機関債を発行又は購入する医療法人が記載し、(7)以下については、病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する医療法人が記載し、診療所のみを開設する医療法人は記載しなくても差し支えないこ

と。



2-(5) 当該会計年度内に発行した医療機関債

発行総額 申込期間（開始日） 利率 償還方法

申込単位 申込期間（終了日） 払込期日 償還期限

注）医療機関債の発行総額、申込単位、申込期間、利率、払込期日、資金使途、償還の方法及び期限を記載すること。なお、発行要項の写しの添付に代えても差し支えない。

医療機関債を医療法人が引き受けた場合には、当該医療法人名を全て明記すること。

資金使途 医療機関債を引き受けた医療法人名



2-(6) 当該会計年度内に購入した医療機関債

医療機関債の発行により資産の取得が行われる医療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、

これらの医療機関が地域における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行っており、

かつ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由

医療機関債名 発行元医療法人名 購入総額 償還期間（開始日～終了日）

注）

１．医療機関債を購入する医療法人は、医療機関債の発行により資産の取得が行われる医療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、これらの医療機関が地域における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行って

おり、かつ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由を記載すること。

２．購入した医療機関債名、発行元医療法人名、購入総額及び償還期間を記載すること。なお、契約書又は債権証書の写しの添付に代えても差し支えない。



2-(7) 当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

日付 開設（許可を含む）した主要な施設



2-(8) 当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容

日付

注）全ての指定内容について記載しても差し支えない。

他の法律、通知等において指定された内容



2-(9) その他

日付 記載事項

注）当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又はリース契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任意）



様式第一号

法人名 医療法人厚生会 ※医療法人整理番号 一般0039

所在地 長崎県長崎市虹が丘町1-1

貸借対照表

令和8年3月31日 現在

（単位：千円）

資産の部　 負債の部　

科目　　 金額 科目　　　 金額

Ⅰ 流動資産 3,083,131 Ⅰ 流動負債 1,070,556

現金及び預金 1,456,779 買掛金 39,354

事業未収金 1,496,349 未払金 636,113

たな卸資産 68,058 未払法人税等 6,500

前払費用 9,747 預り金 130,998

未収金 54,362 賞与引当金 246,960

貸倒引当金 -12,216 その他の流動負債 10,631

その他の流動資産 10,052 未払消費税等

前受金

預り金

前受収益

その他引当金

その他の流動負債

Ⅱ 固定資産 5,986,892

1 有形固定資産 4,745,065 Ⅱ 固定負債 1,345,831

建物 3,586,841 長期リース債務 272,679

構築物 186,266 退職給付引当金 909,285

医療用器械備品 217,881 その他の固定負債 163,867

その他の器械備品 84,731 その他引当金

車両及び船舶 6,453 その他の固定負債

土地 406,010

有形リース資産 252,593

その他の有形固定資産 4,290

負債合計　 2,416,387

純資産の部　

2 無形固定資産 35,480 科目　　　 金額

ソフトウェア 33,517 Ⅰ 基金 3,400

その他の無形固定資産 1,963

その他の無形固定資産 Ⅱ 積立金 6,640,213

設立等積立金 5,970,000

3 その他の資産 1,206,347 特別償却準備金 4,530

長期貸付金 29,128 圧縮積立金 34,980

長期前払費用 43,415 その他積立金 630,703

繰延消費税等 79,724

繰延税金資産 344,500

その他の固定資産 711,764

貸倒引当金 -2,184 Ⅲ 評価・換算差額等 10,023

繰延税金資産 その他有価証券評価差額金 10,023

その他の固定資産 繰延ヘッジ損益

純資産合計 6,653,636

資産合計　 9,070,023 負債・純資産合計 9,070,023

（注）１．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、

　　　　　　負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

　　　　２．社会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を削除すること。



様式第二号

法人名 医療法人厚生会 医療法人整理番号 一般0039

所在地 長崎県長崎市虹が丘町1-1

損 益 計 算 書

自 令和7年4月1日 至 令和8年3月31日

（単位：千円）

Ⅰ 事業損益

Ａ 本来業務事業損益

1 事業収益 9,798,107

2 事業費用

(1) 事業費 9,766,737

(2) 本部費 0 9,766,737

本 来 業 務 事 業 利 益 31,370

Ｂ 附帯業務事業損益

1 事業収益 0

2 事業費用 0

附帯業務事業利益 0

Ｃ 収益業務事業損益

1 事業収益 0

2 事業費用 0

収益業務事業利益 0

事 業 利 益 31,370

Ⅱ 事業外収益

受取利息 1,538

その他の事業外収益 411,289 412,827

Ⅲ 事業外費用

支払利息 161

その他の事業外費用 32,162 32,323

経 常 利 益 411,874

Ⅳ 特別利益

固定資産売却益 719

その他の特別利益 7,059 7,778

Ⅴ 特別損失

固定資産売却損 2,250

その他の特別損失 50,255 52,505

税 引 前 当 期 純 利 益 367,147

法人税・住民税及び事業税 6,658

法 人 税 等 調 整 額 100,516 107,174

当 期 純 利 益 259,973

　 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、

　　当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

科目 金　　　　　　額



様式第三号

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療法人　厚生会

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長崎市虹が丘町1番1号

１．資　　　 産　　　 額 千円

２．負　　　 債　　　 額 千円

３．純　　資　　産　　額 千円

（内　　訳）

Ａ　流　動　資　産

Ｂ　固　定　資　産

Ｃ　資　産　合　計 （Ａ＋Ｂ）

Ｄ　負　債　合　計

Ｅ　純　　資　　産 （Ｃ－Ｄ）

 (注) 財産目録の価額は、貸借対照表の価額と一致すること。

土地及び建物について、該当する欄の□を塗りつぶすこと。

土　　　　地 （□ 法人所有　□ 賃借　■ 部分的に法人所有(部分的に賃借)）

建　　　　物 （□ 法人所有　□ 賃借　■ 部分的に法人所有(部分的に賃借)）

6,653,636

※医療法人整理番号

財 産 目 録

（令和8年3月31日現在）

9,070,022

2,416,386

6,653,636

区　　　　　　　　　　分 金　　　額

3,083,131

5,986,891

9,070,022

2,416,386



（単位：千円）

※医療法人整理番号

6,653,636

金　　　額

3,083,131

5,986,891

9,070,022

2,416,386



10　法第51条第1項に規定する関係事業者に関する事項

種類 名称 所在地 総資産額
（千円）

事業内容 関係事業者
との関係

取引の内容

取引条件及び取引条件の決定方針等

（２） 個人である関係事業者

＊関係事業者に関する事項については、該当がございません。

(1)法人である関係事業者

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記

種類 氏名 職業
関係事業者と
の関係

取引の内容 取引金額(千円) 科目



取引金額(千円) 科目 期末残高
(千円)

(1)法人である関係事業者

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記

期末残高(千円)



 第１号議案-4       

令和 7 年度 【第 66 期】 監査報告        

        

  私たちは、医療法人厚生会の令和 7 年会計年度（令和 7 年 4 月１日から令和 8

年 3 月 3１日まで）の業務       

 及び財産の状況等について監査を行いました。その結果につき、以下の通り報告い

たします。       

           

 監査方法の概要       

  私たちは、理事会その他の重要な会議に出席するほか、理事等からその職務の執

行状況を聴取し、       

 重要な決裁書類を閲覧し、本部及び主要な施設において業務及び財産の状況を調

査し、事業報告を       

 求めました。また、事業報告書並びに会計帳簿等の調査を行い、計算書類、すなわ

ち財産目録、       

 貸借対照表及び損益計算書の監査を実施しました。    

   

         

記        

        

 監査結果       

 ① 事業報告書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認

めます。       

 ② 会計帳簿は、記載すべき事項を正しく記載し、上記の計算書類の記載と合致し

ているものと認めます。       

 ③ 計算書類は、法令及び定款に従い、損益及び財産の状況を正しく示しているも

のと認めます。       

 ④ 理事の職務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。       

           

            '  令和 8 年 6 月 15 日     

   

    監事 渡辺 悦治   

    監事 小鳥居 湛   

        

5 ページ        



        



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 期末時の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法） 

・時価のないもの 移動平均法による原価法 

  （２）たな卸資産 

    最終仕入原価法 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得の建物、及び平成 28 年 4 月 1 日以降取得の建

物付属設備、構築物は定額法。 

なお、主な耐用年数は次の通りです。 

建物         3 年～47 年 

構築物        5 年～50 年 

医療用器械備品    2 年～10 年 

その他の器械備品   3 年～20 年 

車両及び船舶     2 年～7 年 

（２） 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

（３） リース資産 

リース期間定額法 

 

３． 引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については法人税法における貸倒引当金の繰

入限度額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

（２） 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当会計年度に負担すべき額を計上してお

ります。 

（３） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会計年度



末において発生していると認められる額を計上しております。なお、当医療法人は、前々会

計年度末日の負債総額が 200 億円未満であることから、簡便法による期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を採用しております。 

 

４. 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。なお、資産に係る控除対

象外消費税額等のうち、税法に定める繰延消費税額等はその他の固定資産に計上のうえ５年

間で均等償却しております。 

 

５. その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

  （１）リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。ただし、1 契約におけるリース料総額が 300 万円未満のリース取

引については、賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  （２）補助金等の会計処理 

    固定資産を購入する目的で受取った補助金等については、受取った会計年度に一括して収益

として計上しております。なお、法人税法上の圧縮記帳が認められている場合には、積立金経

理により処理しております。 

          

６. 担保に供されている資産に関する事項 

 【担保に供されている資産】             

科目 金額 （千円） 

土地 309,642 

建物 3,154,499 

構築物 181,342 

計 3,645,485 

 

    なお、当会計年度末における担保に係る債務はありません。 

 

７． その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

（１） 賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引 

科目 リース料総額（千円） 未経過リース料（千円） 

そ その他の器械備品 3,054 701 

計 計 3,054 701 

 

（２） 有形固定資産の減価償却累計額    10,137,681 千円 

 



（３） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

項目 金額（千円） 

繰延税金資産 

 賞与引当金 

 退職給付引当金 

 土地 

 繰越欠損金 

 その他 

 

71,865 

264,601 

148,921 

9,024 

21,314 

小計 515,726 

 評価性引当額 151,126 

繰延税金資産合計 364,600 

繰延税金負債合計 20,100 

繰延税金資産の純額 344,500 

 

 

（４） 補助金等の内訳並びに交付者、貸借対照表等への影響額 

内訳 交付者 損益計算書
影響額 

（千円） 

貸借対照表
影響額 

（千円） 

賃上げ・物価上昇に対する支援事業費補助金（病院物価

支援事業） 
厚生労働省 113,785 - 

賃上げ・物価上昇に対する支援事業費補助金（病院賃上

げ支援事業） 
厚生労働省 78,540 - 

生産性向上・職場環境整備等支援事業費補助金 長崎県 37,578 - 

医療機関等物価高騰緊急支援事業支援金 長崎県 28,854 - 

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 静岡県環境資源

協会 
13,503 - 

その他  2,644 - 

合計  274,904 - 

 



様式第四号

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療法人　厚生会

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長崎市虹が丘町1番1号

令和7年3月31日　残高 7,038 4,168

特別償却準備金取崩 △ 2,507

圧縮積立金積立 31,836

圧縮積立金取崩 △ 1,025

当期純利益

△ 2,507 30,810

令和8年3月31日　残高 2,566,074 4,530 34,979

1.　純資産の変動事由及び金額の掲載は、概ね貸借対照表における記載の順序によること。
2.　評価・換算差額等は、科目ごとの記載に代えて評価・換算差額等の合計額を、前会計年度末残高、会計年度中の変動額及び会計年度末残高に区分して記載
　　することができる。この場合には、科目ごとのそれぞれの金額を注記すること。
3.　積立金及び純資産の各合計欄の記載は省略することができる。

純 資 産 変 動 計 算 書

（ 自 令 和 7 年 4 月 1 日 至 令 和 8 年 3 月 31 日 ）

積立金

設立等
積立金

特別償却
準備金

圧縮積立金 繰越利益積立金 積立金合計

2,566,074 3,806,358 6,383,640

会計年度中の変動額

2,507 -

1,025 -

△ 31,836 -

積立金の変動以外の当期変
動額

259,972 259,972

4,038,028 6,643,612

会計年度中の変動額
合計

- 231,670 259,972



設立等　　　　積立金特別償却 準備金 圧縮積立金

令和7年3月31日　残高

特別償却準備金積立

特別償却準備金取崩

圧縮積立金積立

圧縮積立金取崩

当期純利益

令和8年3月31日　残高

繰越利益積立金 積立金合計

2,566,074,331 7,038,081 4,168,872 3,806,358,941 6,383,640,225

0 0

△ 2,507,940 2,507,940 0

31,836,227 -31,836,227 0

△ 1,025,593 1,025,593 0

積立金の変動以外の当期変
動額

0

259,972,742 259,972,742

会計年度中の変動額
合計

-2,507,940 30,810,634 231,670,048 259,972,742

2,566,074,331 4,530,141 34,979,506 4,038,028,989 6,643,612,967



2.　評価・換算差額等は、科目ごとの記載に代えて評価・換算差額等の合計額を、前会計年度末残高、会計年度中の変動額及び会計年度末残高に区分して記載

※医療法人整理番号

純 資 産 変 動 計 算 書

（ 自 令 和 7 年 4 月 1 日 至 令 和 8 年 3 月 31 日 ）

（単位：千円）

積立金 評価・換算差額等

純資産合計

積立金合計
その他有価証券

評価差額金
評価・換算　　差

額等合計

6,383,640 7,420 7,420 6,391,061

--

--

--

259,972

2,602 2,602 2,602

259,972

262,575

6,643,612 10,023 10,023 6,653,636

259,972 2,602 2,602



積立金合計その他有価証券評価差額金評価換算差額 純資産合計

6,383,640,225 7,420,961 7,420,961 6,391,061,186

0 -

0 -

0 -

0 -

259,972,742

0 2,602,314

259,972,742

2,602,314 2,602,314

259,972,742 2,602,314 2,602,314

6,653,636,242

262,575,056

6,643,612,967 10,023,275 10,023,275



様式第五号

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療法人　厚生会

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長崎市虹が丘町1番1号

建物

構築物

医療用器械備品

その他の器械備品

車両及び船舶

土地

リース資産

ソフトウエア

その他の無形固定資産

有価証券

役職員等長期貸付金

保険積立金

繰延税金資産

その他の固定資産

貸倒引当金

1.有形固定資産、無形固定資産及びその他の資産について、貸借対照表に掲げられている科目の区分により記載すること。

資産の種類
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

当期償却額

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

※医療法人整理番号

有 形 固 定 資 産 等 明 細 表

220,111

834,481 1,286 -           835,768 649,503 20,191

11,044,437 220,809 1,379 11,263,867 7,677,026

1,023,587 108,116

655,472 31,136 8,649 677,959 588,938 31,629

1,200,371 51,636 10,540 1,241,467

406,011 -            -           406,011

76,439 -            2,750 73,689 67,237 4,233

302,559 242,796 161,373 383,982 131,389 48,395

432,678

無
形
固
定
資
産

61,618 28,101 11,971

計 14,519,774 547,665 184,692 14,882,746 10,137,681

有
形
固
定
資
産

計 65,864 30,384 12,152

4,246 2,283 180

29,445 6,874 7,192 29,128

16,455 3,801 -           20,257

446,216 -            101,715 344,500

551,414 140,129 3,378 688,166

△ 2,183 -            -           △ 2,183

186,107 48,701 107,445 127,363 884 172

172

（注）１． 無形固定資産については、資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」,「当期増加額」及び「当期

減少額」の欄は省略しております。

　　　2. 当期増加額の主なものは以下のとおりです。

計 1,227,456 199,506 219,731 1,207,231 884

そ
の
他
の
資
産

建物：道ノ尾病院　B棟・さくら棟改修工事　98,264千円、さくら棟空調室外機他　82,241千円

リース資産：虹が丘病院　電子カルテ更新　239,676千円

保険積立金　：　生命保険契約　100,000千円



2.「前期末残高」、「当期増加額」、「当期減少額」及び「当期末残高」の欄は、当該資産の取得原価によって記載すること。

3.当期末残高から減価償却累計額又は償却累計額を控除した残高を、「差引当期末残高」の欄に記載すること。

4.合併、贈与、災害による廃棄、滅失等の特殊な事由で増加若しくは減少があった場合又は同一の種類のものについて資産の

　総額の１％を超える額の増加は、その事由を欄外に記載すること。(ただし,建設仮勘定の減少のうち各資産科目への振替に

　よるものは除く。)

5.特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の事由により取得原価の修正が行われた場合には、当該再

　評価差額等については、「当期増加額」又は「当期減少額」の欄に内書(括弧書)として記載し、その増減の事由を欄外に記

　載すること。

6.有形固定資産又は無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下である場合又は有形固定資産及び無形固定資産の当該会計年

　度におけるそれぞれの増加額及び減少額がいずれも当該会計年度末における有形固定資産又は無形固定資産の総額の５％以

　下である場合には、有形固定資産又は無形固定資産に係る記載中「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の欄

　の記載を省略することができる。なお、記載を省略した場合には、その旨注記すること。

×１％＝
有形固定資産＋無形固定資産

×5％＝4,780,544,806 239,027,240

資産総額 9,070,022,676 90,700,227



（単位：千円）

1.有形固定資産、無形固定資産及びその他の資産について、貸借対照表に掲げられている科目の区分により記載すること。

当期償却額 差引当期末残高

(千円) (千円)

※医療法人整理番号

220,111 3,586,840

20,191 186,265

108,116 217,880

31,629 89,021

6,452

406,011

4,233

252,59348,395

432,678 4,745,065

11,971 33,516

1,962

12,152 35,479

180

20,257

29,128

688,166

344,500

126,478

△ 2,183

172

172 1,206,346

無形固定資産については、資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」,「当期増加額」及び「当期

減少額」の欄は省略しております。

当期増加額の主なものは以下のとおりです。

建物：道ノ尾病院　B棟・さくら棟改修工事　98,264千円、さくら棟空調室外機他　82,241千円

リース資産：虹が丘病院　電子カルテ更新　239,676千円

保険積立金　：　生命保険契約　100,000千円





様式第六号

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療法人　厚生会
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長崎市虹が丘町1番1号

（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、差額補充法による取崩です。

1.前期末及び当期末貸借対照表に計上されている引当金について、設定目的ごとの科目の区分により記載
　すること。
2.「当期減少額」の欄のうち「目的使用」の欄には、各引当金の設定目的である支出又は事実の発生があ
　ったことによる取崩額を記載すること。
3.「当期減少額」の欄のうち「その他」の欄には、目的使用以外の理由による減少額を記載し、減少の理
　由を注記すること。

※医療法人整理番号

引 当 金 明 細 表

区分
前期末残高 当期増加額

当期減少額
(目的使用)

当期減少額
(その他)

当期末残高

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

貸倒引当金 15,000 -             -             600           14,400

-             909,284

賞与引当金 252,410 246,960 252,410 -             246,960

退職給付引当金 931,834 96,145 118,695



1.前期末及び当期末貸借対照表に計上されている引当金について、設定目的ごとの科目の区分により記載

2.「当期減少額」の欄のうち「目的使用」の欄には、各引当金の設定目的である支出又は事実の発生があ

3.「当期減少額」の欄のうち「その他」の欄には、目的使用以外の理由による減少額を記載し、減少の理

※医療法人整理番号

当期末残高

(千円)

14,400

909,284

246,960



様式第七号

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療法人　厚生会

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長崎市虹が丘町1番1号

１年以内に返済予定の

長期借入金

長期借入金(１年以内に

返済予定のものを除く。)

（注）その他の有利子負債の貸借対照表日後5年以内における1年ごとの返済予定額は以下のとおりです。

1.短期借入金、長期借入金(貸借対照表において流動負債として掲げられているものを含む。以下同じ。)

　及び金利の負担を伴うその他の負債(以下「その他の有利子負債」という。)について記載すること。

2.重要な借入金で無利息又は特別の条件による利率が約定されているものがある場合には、その内容を

　欄外に記載すること。

3.「その他の有利子負債」の欄は、その種類ごとにその内容を示したうえで記載すること。

4.「平均利率」の欄には、加重平均利率を記載すること。

5.長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)及びその他の有利子負債については、貸借対照表日後

　5年以内における1年ごとの返済予定額の総額を注記すること。

※医療法人整理番号

借 入 金 明 細 表

区分
前期末残高 当期末残高 平均利率

(千円) (千円) (％)

短期借入金 -                   -                     -                

-                   -                     -                

-                   -                     -                

その他の有利子負債

　リース債務 58,616 272,678 -                

　長期未払金（割賦未払金） 241,280 153,481 -                

合　　　　　計 299,896 426,160

（単位：千円）

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

リース債務 66,276 62,366 58,778 54,328 30,930 -            

-            

計 132,532 112,698 88,542 61,456 30,930 -            

長期未払金 66,256 50,332 29,764 7,128 -            



（注）その他の有利子負債の貸借対照表日後5年以内における1年ごとの返済予定額は以下のとおりです。

1.短期借入金、長期借入金(貸借対照表において流動負債として掲げられているものを含む。以下同じ。)

5.長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)及びその他の有利子負債については、貸借対照表日後

※医療法人整理番号

平均利率
返済期限

(％)

-                

-                

-                

-                
令和8年4月～
令和12年11月

-                
令和8年4月～
令和11年11月

（単位：千円）

5年超

-            

-            

-            



様式第八号

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療法人　厚生会

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長崎市虹が丘町1番1号

【その他】

１．貸借対照表の流動資産及びその他の資産に計上されている有価証券について記載すること。

２．流動資産に計上した有価証券とその他の資産に計上した有価証券を区分し、さらに満期保有目的の債券及

　びその他有価証券に区分して記載すること。

３．銘柄別による有価証券の貸借対照表価額が医療法人の純資産額の１％以下である場合には、当該有価証券

　に関する記載を省略することができる。

４．「その他」の欄には有価証券の種類（金融商品取引法第２条第１項各号に掲げる種類をいう。）に区分し

　て記載すること。

※医療法人整理番号

有 価 証 券 明 細 表

種　類　及　び　銘　柄  口 数 等
貸借対照表価額

有価証券 その他有価証券 20,257

計 20,257



（千円）

２．流動資産に計上した有価証券とその他の資産に計上した有価証券を区分し、さらに満期保有目的の債券及

３．銘柄別による有価証券の貸借対照表価額が医療法人の純資産額の１％以下である場合には、当該有価証券

４．「その他」の欄には有価証券の種類（金融商品取引法第２条第１項各号に掲げる種類をいう。）に区分し

※医療法人整理番号

貸借対照表価額

20,257

20,257



様式第九号の一号

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療法人　厚生会
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長崎市虹が丘町1番1号

事業費用明細表

1.売上原価には、当該医療法人の開設する病院等の業務に付随して行われるもの(売店等)及び収益業務のうち
　商品の仕入れ又は製品の製造を伴う業務について記載すること。
2.中科目区分には、それぞれ細区分を設け、売上原価については、商品(又は製品)期首たな卸高、当期商品仕入
　高(又は当期製品製造原価)、商品(又は製品)期末たな卸高を、材料費、給与費、委託費、経費及びその他の
　費用については、その内訳を示す費目を記載する様式によることもできる。
3.その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費の二つ以上の中区分に係る複合費
　として整理した費目を記載する。

計 9,365,655 425,962 9,791,618

その他の事業費用 6,739 244 6,983

売上原価 -               -                -                

経費 1,509,684 88,091 1,597,776

委託費 261,216 33,777 294,994

給与費 5,958,424 293,039 6,251,464

※医療法人整理番号

（単位：千円）

区　　分
本来業務
事業費用

付帯業務
事業費用

合　　計

材料費 1,629,590 10,808 1,640,399





医療法人厚生会

理事会御中

監査意見

私は、医療法第51条第5項の規定に基づき、医療法人厚生会の令和7年4月1日から令和8年3月3

1日までの第66期会計年度の貸借対照表、損益計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びに財産目

録(以下「計算書類」という。)について監査を行った。

私は、上記の計算書類が、全ての重要な点において厚生労働省令第95号(平成28年4月20日)におい

て定められた医療法人会計基準及びこれに関連する医政局通知等に準拠して作成されているものと認め

る。

独立監査人の監査報告書

監査意見の根拠

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける私の責任は、疇十算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における

職業倫理に関する規定に従って、法人から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中道公認会計士事務所

福岡県福岡市

公認会計士

計算書類に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、厚生労働省令第95号(平成器年4月即日)において定められた医療法人会計基準及

びこれに関連する医政局通知等に準拠して計算書類を作成することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない計算書類を作成するために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告書、関係事業者との取引の状況に関する報告書、純資産変動計算書及び

附属明細表である。理事者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。

私の計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

計算書類の監査における私の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載

内容と計算書類又は私が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどぅか検討すること、また、

そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどぅか注意を払うことにあ

る。

私は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、私が報告すべき事項はない。

令和8年6月15日

中這バ 、

、
ゞ
■
三 .

■
.
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心
↑



ることが含まれる。

計算書類を作成するに当たり、理事者は、継続事業の前提に基づき計算書類を作成することが適切であ

るかどぅかを評価し、厚生労働省令第95号(平成器年4月20励において定められた医療法人会計基準

及びこれに関連する医政局通知等に基づいて継続事業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。

計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどぅかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類

に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又

は集計すると、計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性がある

と判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

不正又は誤謬による重要な虚偽表示りスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示りスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、りスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部

統制を検討する。

・理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われた会計上の見

積りの合理性及ぴ関連する注記事項の妥当性を評価する。

・理事者が継続事業を前提として計算書類を作成することが適切であるかどぅか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められるかどぅか結論付ける。継続事業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査

報告書において計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類の注

記事項が適切でない場合は、計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査

人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、法人

は継続事業として存続できなくなる可能性がある。

計算書類の表示及び注記事項が厚生労働省令第95号(平成訟年4月20励において定められた医療

法人会計基準及びこれに関連する医政局通知等に準拠しているかどぅかを評価する。

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

利害関係

法人と私との問には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上


